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事業体選択と税・社会保障
事例研究

Ⅰ

は
じ
め
に

平
成
26
年
の
第
10
回
税
制
調

査
会
に
お
い
て
『
個
人
・
法
人

間
の
税
制
の
違
い
に
よ
っ
て
法

人
形
態
を
選
択
す
る
「
法
人
成

り
」
の
問
題
は
、
そ
の
歪
み
を

是
正
す
る
必
要
が
あ
る
。』（
要

約
）
と
問
題
点
を
指
摘
し
て
い

る
。
そ
こ
で
、
個
人
が
事
業
体

選
択
と
し
て
法
人
を
選
択
し
た

場
合
、
事
業
体
の
違
い
に
よ
る

「
税
と
社
会
保
険
負
担
」
が
ど

う
な
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、

試
算
し
た
。
す
る
と
、
今
や
事

業
体
選
択
は
税
制
よ
り
社
会
保

険
制
度
の
方
が
そ
の
影
響
は
大

き
く
広
範
囲
に
及
ぶ
こ
と
が
見

え
て
き
た
。

Ⅱ

試
算
に
あ
た
っ
て
の
前
提
条
件

試
算
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人

事
業
所
得
の
全
部
を
法
人
オ
ー

ナ
ー
の
役
員
報
酬
と
設
定
す
る

法
人
成
（
以
下
「
所
得
集
中
型

の
法
人
成
」
と
い
う
。）
を
前

提
1
に
し
た
。
従
っ
て
、
法
人

に
課
税
所
得
は
発
生
し
な
い
。

ま
た
、
個
人
の
事
業
所
得
計
算

に
は
青
色
申
告
特
別
控
除
額

（
65
万
円
）
が
あ
る
た
め
、
事

業
所
得
と
役
員
報
酬
と
の
間
に

は
65
万
円
だ
け
差
が
出
る
形
に

し
た
2
。
こ
こ
で
比
較
す
る
税

金
は
、
個
人
事
業
主
に
係
る
所

得
税
・
住
民
税
・
事
業
税
の
合

計
額
（
以
下
「
個
人
所
得
税

等
」
と
い
う
）
と
法
人
に
係
る

法
人
税
・
法
人
住
民
税
・
法
人

事
業
税
（
以
下
「
法
人
税
等
」

と
い
う
）
に
役
員
報
酬
に
係
る

所
得
税
・
住
民
税
を
加
算
し
た

合
計
額
（
以
下
「
法
人
成
法
人

税
等
」
と
い
う
）
を
比
較
し
て

い
る
。
更
に
社
会
保
険
負
担
を

含
め
て
比
較
す
る
た
め
、
個
人

に
つ
い
て
は
個
人
所
得
税
等
に

国
民
健
康
保
険
・
国
民
年
金
を

加
え
た
「
個
人T

ax
w
e
d
g

e
s

3
」
と
、
法
人
に
つ
い
て
は

法
人
成
法
人
税
等
に
役
員
報
酬

に
係
る
社
会
保
険
料
を
加
え
た

「
法
人T

ax
w
e
d
g
e
s
」
を

比
較
し
て
い
る
。
そ
の
他
計
算

す
る
上
で
諸
前
提
を
立
て
た
。

・
税
制
は
す
べ
て
平
成
30
年

度
税
制
を
使
用
。

・
家
族
構
成
は
、
夫
婦
2
人

の
世
帯
と
し
、
家
事
専
業

の
配
偶
者
が
い
る
世
帯
。

・
法
人
の
社
会
保
険
料
に
つ

い
て
は
、
協
会
け
ん
ぽ
の

平
成
29
年
9
月
以
降
の
東

京
都
を
使
用
。

・
個
人
の
社
会
保
険
料
は
、

平
成
29
年
度
の
東
京
都
23

区
の
国
民
健
康
保
険
（
介

護
保
険
2
号
被
保
険
者
）

と
国
民
年
金
を
使
用
。

・
税
率
や
社
会
保
険
負
担

率
、T

ax
w
e
d
g
e
s

の

負
担
率
を
計
算
す
る
際
の

分
母
は
す
べ
て
個
人
事
業

所
得
と
し
た
。

・
法
人
は
資
本
金
1
0
0
0

万
円
の
法
人
を
仮
定
。

Ⅲ

試
算
の
概
要

本
稿
で
は
、
個
人
事
業
か
ら

所
得
集
中
型
の
法
人
成
り
を
し

た
場
合
の
1
税
額
差
（
個
人
所

得
税
等
と
法
人
成
法
人
税
等
の

差
）、
2
社
会
保
険
料
差
（「
国

民
健
康
保
険
料
＋
国
民
年
金
」

と
「
社
会
保
険
料
の
個
人
及
び

会
社
負
担
額
の
合
計
」
と
の

差
）、
3
税
と
社
会
保
険
負
担

の
合
計
差（
個
人T

ax
w
e
d

g
e
s

と
法
人T

ax
w
e
d
g
e
s

の
差
）
に
分
け
て
検
討
す
る
。

Ⅳ

所
得
集
中
型
の
法
人
成
り
4

1

税
額
差
の
計
算

事
業
所
得
を
全
額
オ
ー
ナ
ー

の
役
員
報
酬
と
す
る
「
所
得
集

中
型
」
の
ケ
ー
ス
で
は
、
事
業

所
得
が
2
0
0
万
円
の
時
、
個

人
所
得
税
等
が
9
万
2
0
0
円

で
法
人
成
法
人
税
等
は
15
万
8

3
0
0
円
と
個
人
事
業
の
方
が

税
負
担
は
軽
い
。
し
か
し
、
事

業
所
得
3
0
0
万
円
に
な
る
と

個
人
所
得
税
等
が
26
万
2
1
0

0
円
で
法
人
成
法
人
税
等
は
24

万
3
1
0
0
円
と
逆
転
し
、
以

降
は
法
人
事
業
の
税
負
担
は
軽

く
な
る
。
こ
の
推
移
を
事
業
所

得
5
0
0
0
万
円
ま
で
グ
ラ
フ

に
し
た
の
が
図
表
1
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
所
得
が
低
い
時
点
で

は
、
法
人
住
民
税
の
均
等
割

（
7
万
円
）
が
影
響
し
て
い
る

た
め
と
、
事
業
所
得
3
0
0
万

円
を
超
え
る
と
、
個
人
事
業
税

が
発
生
す
る
一
方
で
、
所
得
集

中
型
の
法
人
成
で
は
、
法
人
事

業
税
は
発
生
し
な
い
点
及
び
役

員
報
酬
に
は
給
与
所
得
控
除
が

あ
る
点
が
原
因
と
し
て
指
摘
で

き
る
。
法
人
で
は
役
員
報
酬
を

損
金
の
額
に
算
入
し
、
そ
の
給

与
に
つ
い
て
個
人
の
段
階
で
給

与
所
得
控
除
を
受
け
る
為
に

「
経
費
の
二
重
控
除
」
と
い
わ

れ
『
個
人
事
業
者
に
お
い
て
は

自
己
へ
の
給
与
は
認
め
ら
れ
な

い
た
め
、
個
人
と
法
人
の
稼
得

所
得
が
そ
れ
ぞ
れ
同
額
で
あ
っ

た
と
し
て
も
、
オ
ー
ナ
ー
経
営

者
が
法
人
所
得
の
全
額
を
役
員

報
酬
と
し
て
支
給
し
た
場
合
、

給
与
所
得
控
除
を
受
け
る
こ
と

で
、
個
人
事
業
者
と
オ
ー
ナ
ー

経
営
者
と
の
課
税
ベ
ー
ス
に
差

が
生
じ
る
5
。』
こ
と
と
な
る
。

図
表
2
は
、
事
業
所
得
と
同
額

の
給
与
所
得
に
つ
い
て
、
課
税

ベ
ー
ス
の
部
分
を
比
較
し
た
も

の
で
あ
る
。
事
業
所
得
1
0
0

万
円
の
時
、
役
員
報
酬
は
1
6

5
万
円
と
な
り
、
給
与
所
得
控

除
後
の
金
額
は
98
万
8
8
0
0

円
で
課
税
ベ
ー
ス
の
差
で
い
う

と
1
万
1
2
0
0
円
で
、
所
得

が
上
が
る
に
つ
れ
そ
の
差
は
拡

が
る
。
そ
し
て
、
事
業
所
得
1

0
0
0
万
円
で
役
員
報
酬
は
1

0
6
5
万
円
と
な
り
、
そ
こ
で

給
与
所
得
控
除
は
上
限
の
2
2

0
万
円
を
迎
え
そ
の
差
は
1
5

5
万
円
で
最
大
と
な
り
固
定
さ

れ
る
。
こ
の
課
税
ベ
ー
ス
の
差

に
適
用
税
率
を
掛
け
れ
ば
、
税

制
の
差
に
よ
る
歪
み
に
な
る
。

2

社
会
保
険
料
差
の
計
算

本
稿
で
は
、
保
険
料
率
を
算

出
す
る
時
の
分
母
は
事
業
所
得

と
し
て
い
る
た
め
、
特
に
社
会

保
険
料
負
担
率
は

一
般
的
な
料
率
と

異
な
る
。
こ
れ

は
、
個
人
事
業
を

法
人
成
り
し
た
と

き
と
比
較
す
る
た

め
に
個
人
事
業
の

事
業
所
得
を
す
べ

て
の
基
準
に
し
た

か
ら
で
あ
る
6
。

紙
面
の
都
合
上
、

詳
細
は
省
略
す
る

が
法
人
成
り
し
た

場
合
の
社
会
保
険

料
負
担
は
事
業
所

得
1
0
0
万
円
の

場
合
を
除
き
、
常

に
個
人
事
業
よ
り

重
く
な
る
。
そ
の
差
は
事
業
所

得
約
1
6
0
0
万
円
で
最
大
と

な
り
2
0
0
万
3
9
6
8
円
と

な
っ
た
。
個
人
事
業
主
の
社
会

保
険
料
負
担
は
、
主
に
国
民
健

康
保
険
と
国
民
年
金
保
険
が
あ

り
、東
京
都
23
区
の
場
合
、国
民

健
康
保
険
料
は
世
帯
所
得
金
額

が
約
8
9
0
万
円
で
上
限
に
達

し
、
こ
れ
以
上
所
得
が
上
昇
し

て
も
国
民
健
康
保
険
料
は
上
が

ら
な
い
。一
方
、国
民
年
金
は
所

得
に
関
係
な
く
定
額
と
な
る
。

法
人
で
負
担
す
る
社
会
保
険
料

は
、
協
会
け
ん
ぽ
の
健
康
保
険

と
厚
生
年
金
保
険
に
な
り
、
給

与
水
準
に
応
じ
た
標
準
報
酬
月

額
表
に
応
じ
て
決
定
さ
れ
る
。

そ
の
範
囲
は
5
万
8
0
0
0
円

か
ら
1
3
9
万
円
で
あ
り
年
金

保
険
料
の
範
囲
は
8
万
8
0
0

0
円
か
ら
62
万
円
と
な
る
。

協
会
け
ん
ぽ
の
健
康
保
険

は
、
上
限
に
達
す
る
標
準
報
酬

月
額
は
1
3
9
万
円
で
、
こ
れ

を
個
人
事
業
主
に
換
算
す
る
と

事
業
所
得
が
約
1
6
0
0
万
円

7
と
な
る
。
年
金
保
険
料
に
つ

い
て
は
、
上
限
に
達
す
る
標
準

報
酬
月
額
は
62
万
円
で
こ
れ
を

個
人
事
業
主
に
換
算
す
る
と
事

業
所
得
が
約
6
8
0
万
円
8
に

な
る
。
個
人
事
業
主
が
加
入
す

る
国
民
健
康
保
険
料
の
上
限

が
、
世
帯
所
得
約
8
9
0
万
円

に
対
し
て
法
人
の
場
合
は
給
与

水
準
が
約
1
6
0
0
万
円
と
こ

の
差
は
大
き
く
社
会
保
険
料
負

担
に
な
る
と
法
人
成
り
の
方
が

重
く
な
る
。
法
人
成
り
は
、
社

会
保
険
料
負
担
に
目
を
向
け
る

と
税
制
面
と
は
逆
に
不
利
に
働

く
。

3

税
と
社
会
保
険
負
担
の
合

計
差

T
ax
w
ed
g
es

（
所
得
集
中
型
）

所
得
集
中
型
のT

ax
w
e

d
g
e
s

は
、
図
表
3
9
の
よ
う

に
個
人T

ax
w
e
d
g
e
s

が
法

人T
ax
w
e
d

g
e
s

よ
り
低
負

担
の
状
態
が
事

業
所
得
約
2
5

0
0
万
円
ま
で

続
く
。
所
得
集

中
型
の
法
人
成

り
は
、
社
会
保

険
料
に
つ
い
て

は
「
法
人
の
社

会
保
険
料＞

個

人
の
社
会
保
険

料
」
が
成
立
し

て
い
る
た
め
、

1
税
額
差
が
2

社
会
保
険
料
差

を
上
回
る
た
め

に
は
、
事
業
所

得
が
2
5
0
0
万
円
を
超
え
て

い
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
意
味

す
る
。
個
人
形
態
か
法
人
形
態

か
と
い
う
事
業
形
態
を
比
較
す

る
と
き
、
税
と
社
会
保
険
料
を

加
味
し
たT

ax
w
e
d
g
e
s

で

み
る
と
、
事
業
所
得
2
5
0
0

万
円
と
い
う
高
い
所
得
水
準
ま

で
個
人
事
業
の
方
が
有
利
に
な

る
こ
と
が
指
摘
で
き
る
。
こ
れ

は
、
健
康
保
険
料
や
年
金
保
険

料
の
上
限
所
得
の
差
が
大
き
い

こ
と
が
原
因
と
し
て
考
え
ら
れ

る
。政

府
税
制
調
査
会
が
指
摘
す

る
よ
う
に
、
税
制
に
つ
い
て
は

個
人
税
制
と
法
人
税
制
の
違
い

に
よ
り
所
得
が
増
加
す
る
に
つ

れ
差
は
拡
大
し
て
い
く
が
、
そ

れ
を
相
殺
す
る
よ
う
に
社
会
保

険
料
の
差
も
拡
大
し
て
い
る
の

が
わ
か
る
。

V

終
わ
り
に

法
人
成
り
に
関
す
る
議
論

は
、
事
業
形
態
の
選
択
に
つ
い

て
税
制
が
歪
み
を
与
え
る
と
い

う
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、

試
算
に
よ
れ
ば
社
会
保
険
制
度

も
事
業
形
態
の
選
択
に
歪
み
を

与
え
て
い
る
こ
と
が
判
っ
た
。

確
か
に
反
対
給
付
を
伴
う
社
会

保
険
に
つ
い
て
、
負
担
サ
イ
ド

の
み
で
論
じ
る
事
の
是
非
も
考

慮
す
べ
き
だ
が
、
少
子
高
齢
化

が
更
に
進
む
今
後
を
考
え
る

と
、
社
会
保
険
負
担
の
増
大
が

拡
大
す
る
こ
と
は
間
違
い
な

い
。
我
々
実
務
家
は
、
こ
れ
か

ら
事
業
形
態
の
選
択
に
関
し
て

は
税
制
と
社
会
保
険
も
含
め
た

「T
ax
w
e
d
g
e
s

」
と
い

う
概
念
で
考
え
る
必
要
が
あ
る

と
い
え
よ
う
。

参
考
文
献

平
成
26
年
5
月
9
日
税
制
調
査
会

（
法
人
課
税
Ｄ
Ｇ
⑤
）
法
人
成
り

問
題
を
含
め
た
中
小
法
人
課
税
20

ペ
ー
ジ

O
E
C
D
2
0
0
6
F
U
N
D
A
M
E

N
T
A
L
R
E
F
O
R
M
O
F
P

E
R
S
O
N
A
L
IN
C
O
M
E
T

A
X ‐
N
O
1
3

17
ペ
ー
ジ

小
規
模
企
業
に
対
す
る
課
税
の
あ

り
方
に
つ
い
て

税
務
論
叢

坂

井
一
雄

1
0
5
ペ
ー
ジ

日
本
の
中
小
企
業
課
税
問
題

成

城
大
学

經
濟
研
究

第
2
2
2

号

田
近
栄
治
・
横
田
崇

注本
文
中
の
図
表
は
図
表
3
を
除

き
、
す
べ
て
筆
者
作
成
で
あ
る
。

1

こ
の
他
、
報
酬
額
を
ミ
ニ
マ

ム
に
設
定
し
利
益
を
法
人
の
内

部
留
保
す
る
な
ど
の
ケ
ー
ス
が

あ
る
が
、
紙
面
の
都
合
上
割
愛

す
る
。
詳
し
く
は
「
日
本
の
中

小
企
業
課
税
問
題

成
城
大
学

經
濟
研
究

第
2
2
2
号

田
近
栄
治
・
横
田
崇
」
を
参
照

さ
れ
た
い
。

2

例
え
ば
、
事
業
所
得
1
0
0

0
万
円
の
場
合
、
役
員
報
酬
は

1
0
6
5
万
円
と
設
定
。

3

O
E
C
D
2
0
0
6
F
U
N
D
A

M
E
N
T
A
L
R
E
F
O
R
M

O
F
P
E
R
S
O
N
A
L
IN
C

O
M
E
T
A
X ‐
N
O
1
3

17

ペ
ー
ジ

T
ax
w
e
d
g
e
s,
w
h
ich

m
e
asu
re
th
e
d
iffe
re
n

ce
b
e
tw
e
e
n
lab
o
r
co
s

ts
to
th
e
e
m
p
lo
y
e
r
a

n
d
th
e
co
rre
sp
o
n
d
in
g

n
e
t
tak
e -h
o
m
e
p
ay
o

f
th
e
e
m
p
lo
y
e
e
.

と
あ
る

の
で
、日
本
に
お
け
る
所
得
税
・

住
民
税
及
び
社
会
保
険
料
（
会

社
負
担
含
む
）
の
合
計
と
し
た
。

4

詳
細
な
計
算
は
あ
る
が
、
紙

面
の
都
合
上
本
稿
で
は
省
略
す

る
。

5

小
規
模
企
業
に
対
す
る
課
税

の
あ
り
方
に
つ
い
て

税
務
論

叢

坂
井
一
雄

1
0
5
ペ
ー

ジ
6

例
え
ば
、
事
業
所
得
5
0
0

万
円
の
社
会
保
険
に
お
け
る
標

準
報
酬
月
額
は
、（
5
0
0
万
円

＋
65
万
円
）
÷
12
＝
47
万
円
と

な
り
、
こ
の
社
会
保
険
料
（
会

社
負
担
含
む
）
の
年
額
を
事
業

所
得
5
0
0
万
円
で
除
し
て
負

担
率
を
算
出
。

7

1
3
9
万
円
×
12－

65
万
円

＝
1
6
0
3
万
円

8

62
万
円
×
12－

65
万
円
＝
6

7
9
万
円

9

出
典

日
本
の
中
小
企
業
課

税
問
題

成
城
大
学

經
濟
研

究

第
2
2
2
号

田
近
栄
治

・
横
田
崇

83
ペ
ー
ジ

図表1 税率の推移

図表2 課税ベ－スの差

図表3 Tax Wedgesの推移
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